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研究成果の概要： 
複雑な技術体系を有する産業において、新規性の高い技術革新が必要とされる場合、企業間

関係はどのように変化するのかについて、自動車排気浄化技術の開発を事例に考察した。これ

までの研究ではタスクの不確実性に対応し、自動車メーカーは周辺技術の開発に取り組んでい

たことが確認されているものの、なぜそのような意思決定に至ったのか、との問題はまだ解明

されていないところがある。それに対して、本研究は自動車メーカーと部品メーカーとの分業

関係に焦点を当て、資料分析とヒヤリング調査を中心に事例研究を行った。不確実性の高い技

術開発に対して、自動車メーカーは社内で技術全体を理解できる内製Ｒ＆Ｄ組織を構築してい

たことが示されている。こうした知識のマネジメント（企業間関係）は、そもそもモジュール

なモジュラー型の技術集積ではなく、一つ一つが相互に密接に関係したアーキテクチャー重視

の技術体系を持っている産業において重要とされている。一方では、技術の不確実性に対して、

システムインテグレータはいかに認識し対応するか、企業間における学習プロセスの解明が今

後の課題である。 
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１．研究開始当初の背景 
 
① 企業間における戦略的関係の重要性は近 
年注目されているものの、企業はいかなる状
況でどのように知識分業のマネジメントに
取り組むのかについて、まだ解明されていな
いところがある。 
 
企業間における戦略的関係の重要性とし

て、複雑な技術システムを有する製品を完成
する場合、完成品メーカーは多くの協力企業
と手を組む必要がある。継続的にイノベーシ
ョンを実現していくには、これまで蓄積され
てきた経営資源のみならず、外部の協力パー
トナーが有している知識も積極的に利用し
なければならない。一方では、企業間分業に
伴うリスクも指摘されている。安易な分業体
制は競争優位や、イノベーションの喚起に結
びつかない可能性があり、むしろ企業間分業
においては知識管理の重要性が論じられて
き た （ Fine and Whitney,1998; 
Takeishi,2002 ）。 業 務 分 業 （ task 
partitioning）において取引や業務活動の面
で外部のサプライヤーに依存しながらも重
要な知識については内部で蓄積する、いわゆ
る知識分業(knowledge partitioning)が競争
優位の維持には重要である(Brusoni and 
Prencipe, 2001;Takeishi,2002)。 
しかしながら、企業はいかなる状況でどの

ように知識分業のマネジメントに取り組む
のかについて、まだ解明されていないところ
がある。例えば、自動車産業を対象とする近
年の研究では、自動車メーカーは新しい技術
革新を取り入れる場合、個々の部品技術のみ
ならず、そうした部品を統合し、相互に結び
つけ、一貫性のあるシステムへと仕上げてい
く知識、いわゆる「統合知識」も必要である。
知識そのものではなく、様々な知識を組み合
わせていく能力はまさにイノベーションの
源泉とも言われている（Grant,1996）。しか
し、このような異なる知識を同時に持つこと
は簡単ではない。新しい情報や知識の価値を
評価し、それを商業目的に応用するための能
力は「吸収能力」（absorptive capability）
とも呼ばれており、それまでに企業内部で構
築された既存の知識体系には多いに依存し
ている（Cohen and Levinthal,1990）。本研
究はこうした既存議論を踏まえて、自動車排
気浄化技術の開発を分析題材として、知識を
ベースとする分業関係のあり方について検
討していく。 
 
② 知識をベースとする企業の境界線（the  
boundary of the firm）問題について実証的
に明らかにする。組織の境界線がどのように
引かれるのかという問題について、取引コス
トを鍵概念とする企業理論は展開されてき

た（Coase,1937;Williamson,1975）。近年「知
識」を鍵概念にして企業の境界線を探ってい
く研究が注目されている。本研究は具体的に
知識をベースとするとする境界線問題を実
証的に明らかにし、「知識融合の有効性」と
いう側面から企業の境界線の問題について
取り組む。 
具体的に本研究は自動車産業における排
気浄化技術の開発を事例とする。自動車の開
発生産は多様な部品から構成されており、自
動車メーカーと部品メーカーの分業関係な
しには成立しない。特に排気浄化技術の開発
においては、それまでの技術領域で扱ってこ
なかった多様な部品の開発が余儀なくされ、
「非連続的イノベーション」にいち早く取り
組む必要があった。また、システムとしての
商品を考える際に、こうした個々の部品技術
を単に取り入れるだけではなく、部品と部品
とのリンケージにも目を配らなければなら
ない。このように、複雑な技術体系を有する
産業において、不確実性の高い技術開発をい
かに効率よく実行していくのか、という問題
はまさに多くの日本企業が直面しており、そ
れを分析することは競争力の源泉を理解す
る格好の材料である。 
 
 
２．研究の目的 
 
 自動車排気浄化技術の開発事例を通じて、
新規性の高い技術開発が必要とされる場合、
企業間関係はどのように変化するのかを解
明する。   
 
 
３．研究の方法 
 資料分析・ヒヤリング調査と特許データの 
検索。 
 
 
４．研究成果 
 
（１）技術革新のタイミングに関する研究 
 
技術革新がなぜある特定の時期に実現す
るのかについて、1970 年代における自動車排
気浄化技術革新の事例を取り上げ考察した。
技術革新のタイミングはイノベーション研
究において理論的にも実践的にも重要なテ
ーマであるにもかかわらず、そのメカニズム
を示す研究は少なかった。本研究は技術の社
会 的 構 成 論 （ Social Construction of 
Technology）に基づきながら、特に技術に対
する「解釈の柔軟性」と「成功した技術」と
「失敗した技術」とを対称的に分析する「対
称分析」（Symmetrical Analysis）の観点を
取り入れ事例分析を行った。実証分析の題材



として 1970 年代における自動車排気浄化技
術の革新を事例に取り上げ、排気浄化技術に
対して異なる解釈を持った社会集団間
（Social Group）の社会的政治的やり取りを
通じて、存続しえなかった技術（CVCC）が支
配的技術（三元触媒）の実現時期を早める作
用に寄与していたというメカニズムを明ら
かにした。技術発生のタイミングに係るメカ
ニズムを理解するには、「対称分析」の観点
が有用であることを論じ、さらにこの観点が
持つ実践的インプリケーションについて指
摘した。なお、この研究は共著ペーパとして
『組織科学』（VoL.40, No.3）に掲載された。 
 
（２）技術の不確実性が企業間分業に与える
影響に関する実証研究 
 
複雑な技術体系を有する産業において、新

規性の高い技術革新が必要とされる場合。企
業間関係はどのように変化するのかについ
て、自動車排気浄化技術の開発を事例に考察
した。既存研究の多くは、環境規制がイノベ
ーションを促進すると主張しているが、本研
究は一般論としての環境規制のあり方と技
術革新との関連性を論じているものではな
く、むしろ規制達成のプロセスにおいて、 
特に自動車産業のような複雑な技術システ
ムを有する産業において、既存企業はどのよ
うに反応し、そして技術開発における企業間
関係はどのように変化していったのかにつ
いて焦点を当てた。より具体的に言えば、環
境規制と技術開発の不確実性に対して、研究
開発に必要な知識ネットワークはどこから
生まれてきたのか、と問題設定を行い、自動
車メーカーと部品メーカーとの分業関係に
焦点を当て事例研究を行った。 
本研究は既存研究との関連性から次の二

つの特徴を持っている。第一に、これまでの
研究では、タスクの不確実性に対応し、自動
車メーカーは周辺技術の開発（一部内製化も
含めて）に取り組んでいたことが確認できた
が、なぜそのような意思決定に至ったのかに
ついてまだ解明されているところがある。そ
れに対して、本研究は資料調査とヒヤリング
調査を中心に自動車メーカーが知識分業に
踏み切った経緯を明らかにした。排気浄化の
ための電子制御技術の開発について、自動車
メーカーは事前に開発に必要な知識を持っ
ていなかったが、社内でそうした知識を管理
できる内製Ｒ＆Ｄ組織を構築していた。この
事例研究の結果は企業の境界線（the bounda
ry of the firm）に関する研究との関連性か
ら次のインプリケーションが得られる。すな
わち、電子制御技術がエンジンをコントロー
ルするという意味において、それまでの自動
車メーカーと部品メーカーとの関係にも大

きく影響を与え、その後における長期継続的
・協調的・緊密な関係に基づく取引関係が一
層強化されるようになったと推測される。 
本研究の第二の特徴として、環境規制が企
業間分業に与えた影響を明らかにしたこと
である。事例研究に示されている通り、自動
車排ガス規制は既存の企業間関係に大きな
影響を与え、自動車メーカーは電子制御技術
の導入に対して、当初は反論があったにもか
かわらず、電装メーカーに技術開発を丸投げ
したというわけではなく、むしろ社内では技
術開発に必要な知識を管理できる内製R&D組
織を構築していった。この事例研究の結果を
やや一般化に向けて言えば、複雑な技術シス
テムを有する産業においては、環境規制への
対応として、既存企業のみならず、周辺企業
とのネットワーク構築は規制達成の条件で
あり、また規制達成レースにおける競争優位
の源泉でもある。こうした企業間レベルでの
問題解決能力はビジネス活動における持続
可能な発展を維持するために重要であると
示されている。 
 なお、この研究成果は、「技術研究計画」
（Vol.23, No.3）に掲載された。 
 
（3）不確実性の高い技術開発は組織の効率
性に与える影響 
  
韓国経済産業研究所から依頼を受け、不確
実の高い技術開発は組織の効率性と組織改
革に与える影響について、トヨタハイブリッ
トカー「プリウス」の事例を取り上げ考察し
、Occasional Paperをまとめた。 
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